第１号様式（第６条関係）
　　　　年　　月　　日　
　奈　良　県　知　事　殿
                                          申請者住所　　（郵便番号）　　　　　　　　  
（本社の所在地及び）　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  氏　    名     （名称及び代表者の職・氏名）  
　　　　奈良県ふるさと投資活用支援補助金に係る事業計画書

　奈良県ふるさと投資活用支援補助金交付要綱第６条第１項の規定により、下記添付書類とともに事業計画書を提出します。

記

　添付書類（各１部）

（１）承諾書（別紙１）
（２）過去２年間の決算書の写し（法人の場合）
　　　過去２年間の確定申告書の写し（個人の場合）
（３）登記事項証明書及び定款の写し（法人の場合）
　　　住民票の写し（個人の場合）
（４）県税の滞納がないことの証明書

（５）営業に関する必要な許認可証の写し
（６）その他事業の参考となる書類

	発行責任者及び担当者


・発行責任者：氏名
（電話
                     /メールアドレス　　　　　　　）
・担当者    ：氏名
（電話                       /メールアドレス　　　　　　　）


※事業計画書は、必要に応じて、枠の拡張及び枚数の追加可（但し必要最小限）
１　事業者の概要
	資本金又は出資金
	
	従業員
	常用
	名
	臨時
	名

	創業年月日
	
	法人設立年月日
	

	売上高
	(直近期末)　　　　 百万円
	

	対象区分
	中小企業基本法　第２条第１項第　　号該当

	業種
	（＊日本標準産業分類の小分類）

	代表者氏名
	
	代表者役職
	

	連絡担当者氏名
	
	担当者役職
	

	電話番号
	
	ＦＡＸ番号
	

	E-mail アドレス
	

	創業の経緯

会社の沿革
	

	既存事業の概要、
強み・こだわり
	

	既存事業の
弱み・課題
	

	これまでの主な開発実績、認証取得・補助金採択の状況、保有する知的財産権など
	


（２）取扱商品（サービス）の状況等
	主な商品（サービス）名（※）
	単価
	数量
	売上高
	売上構成比

	
	
	
	
	％

	
	
	
	
	％

	
	
	
	
	％

	
	
	
	
	％

	
	
	
	
	％

	売上高合計(直近期末)
	
	100　％

	上表への記載が困難な場合は、この枠に記載



※申請事業と最も関わりのある商品（サービス）の名称の前に◎を付すこと
（３）取引状況等

	主な取引先
企業
	販売先
	構成比
	主な仕入れ先企業
	構成比

	
	
	％
	
	％

	
	
	％
	
	％

	
	
	％
	
	％

	主な販路別

構成
	販路
	売上高
	構成比

	
	
	
	％

	
	
	
	％

	
	
	
	％

	株主の状況
	株主名
	所有株式数
	所有割合
	役員会社との関係

	
	
	株
	％
	

	
	
	株
	％
	

	
	
	株
	％
	

	関連会社

の有無
	有・無
	関連会社名
	筆頭株主
	左の株式所有割合

	
	
	
	
	％

	
	
	
	
	％

	
	
	
	
	％

	財務状況

(過去３期分)
	
	前々期（　年　月期）
	前期（　年　月期）
	直近（　年　月期）

	
	総資産
	
	
	

	
	総負債
	
	
	

	
	純資産
	
	
	


２　事業計画（ビジネスプラン）
（1） 申請事業の概要
	事業名
	

	事業概要
	

	事業費等
	申請事業の総事業費
	円

	
	うち今年度実施事業費
	円

	
	　　うち補助対象事業費
	円

	事業計画期間
	　　年　　ヶ月（　　　年　　月　～　　　年　　月　）

	拠点となる

県内事務所

又は事業所
	所在地
	

	
	実施内容
	


（2） 申請事業の展開内容・ストーリー

	1 申請事業開始の動機

	

	2 申請事業の内容

	

	3 市場性

	

	4 販路の確保・見込み

	

	5 地域経済への波及効果等

	

	6 その他（事業の補足説明）

	


３　事業展開スケジュール
	年　月
	事　業　内　容

	第1年目
（　年　月）


	

	第2年目
（　年　月）


	

	第3年目
（　年　月）


	

	第4年目
（　年　月）


	

	第5年目
（　年　月）


	


※事業計画期間は、原則として５年以内とする。
４　資金計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）  
	　 　
	
	１年前
( 年  月期)
	直近期末
( 年  月期)
	１年後
( 年  月期)
	２年後
( 年  月期)
	３年後
( 年  月期)
	４年後
( 年  月期)
	５年後
( 年  月期)

	①売上高
	
	
	
	
	
	
	

	　
	新規事業
	
	
	
	
	
	
	

	　
	既存事業
	
	
	
	
	
	
	

	②売上原価
	
	
	
	
	
	
	

	　
	新規事業
	
	
	
	
	
	
	

	　
	既存事業
	
	
	
	
	
	
	

	③売上総利益
	
	
	
	
	
	
	

	　
	新規事業
	
	
	
	
	
	
	

	　
	既存事業
	
	
	
	
	
	
	

	④販売費及び一般管理費
	
	
	
	
	
	
	

	　
	新規事業
	
	
	
	
	
	
	

	　
	既存事業
	
	
	
	
	
	
	

	⑤営業利益
	
	
	
	
	
	
	

	　
	新規事業
	
	
	
	
	
	
	

	　
	既存事業
	
	
	
	
	
	
	

	⑥経常利益
	
	
	
	
	
	
	

	　
	新規事業
	
	
	
	
	
	
	

	　
	既存事業
	
	
	
	
	
	
	

	⑦人件費
	
	
	
	
	
	
	

	　
	新規事業
	
	
	
	
	
	
	

	　
	既存事業
	
	
	
	
	
	
	

	⑧設備投資額
	
	
	
	
	
	
	

	　
	新規事業
	
	
	
	
	
	
	

	　
	既存事業
	
	
	
	
	
	
	

	⑨運転資金
	
	
	
	
	
	
	

	　
	新規事業
	
	
	
	
	
	
	

	　
	既存事業
	
	
	
	
	
	
	

	⑩減価償却額
	
	
	
	
	
	
	

	　
	新規事業
	
	
	
	
	
	
	

	　
	既存事業
	
	
	
	
	
	
	

	⑪付加価値額(⑤+⑦+⑩）
	
	
	
	
	
	
	

	　
	新規事業
	
	
	
	
	
	
	

	　
	既存事業
	
	
	
	
	
	
	

	⑫従業員数
	
	
	
	
	
	
	

	　
	新規事業
	
	
	
	
	
	
	

	　
	既存事業
	
	
	
	
	
	
	

	⑬資金調達額
	
	
	
	
	
	
	

	
	政府系金融機関借入
	－
	
	
	
	
	
	

	　
	
	新規事業
	－
	
	
	
	
	
	

	　
	
	既存事業
	－
	
	
	
	
	
	

	
	民間金融機関借入
	－
	
	
	
	
	
	

	　
	
	新規事業
	－
	
	
	
	
	
	

	
	
	既存事業
	－
	
	
	
	
	
	

	
	自己資金
	－
	
	
	
	
	
	

	　
	
	新規事業
	－
	
	
	
	
	
	

	　
	
	既存事業
	－
	
	
	
	
	
	

	
	その他（補助金等）
	－
	
	
	
	
	
	

	　
	
	新規事業
	－
	
	
	
	
	
	

	　
	
	既存事業
	－
	
	
	
	
	
	

	　　合　計
	－
	
	
	
	
	
	


（記入方法）

　　　　補助対象事業に係る事業計画期間（５年以内）の数値を記入してください。（３年計画の場合は４～５年次の記入は不要です。）
⑦人件費は、役員報酬、給与、賞与、法定福利費、福利厚生費、退職金等の総額を記入してください。
⑨運転資金は、増加売上債権＋増加棚卸資産－増加仕入債務で算出してください。　

⑩減価償却費は、リース料を含めてください。
	資金計画の積算・設定根拠など

	


５　本補助金（補助対象経費）の経費配分
	（単位：円）

経　費　区  分
補助対象事業に
要する経費(税込)
補助対象
経費(税込)
補助対象
経費(税抜)
設備等導入費
・

・

・
・

・

・
・

・

・
施設改修費
・

・

・
・

・

・
・

・

・
販路開拓費
・

・

・
・

・

・
・

・

・
その他の経費
・

・

・
・

・

・
・

・

・
合計

（記載注意事項） 
  １　「経費区分」とは、設備等導入費、施設改修費、販路開拓費、その他の経費をいいます。それぞれの「経費区分」について、別表１に記載された「経費の種類」ごとに以下の２及び３の金額を記載してください。
２　「補助対象事業に要する経費」とは、当該事業を遂行するにあたり必要な経費をいいます。
３　「補助対象経費」とは「補助対象事業に要する経費」のうちで、補助対象となる経費をいいます。
４　 別途、積算根拠として、具体的な内容が確認できる書類を添付してください。
５　 寄附金額は、補助対象経費(税抜)を参考に設定します。



６　礼状及び返礼品の送付計画
	


1

